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1予 算管理 システムの意義
2総 勘定 元帳 システ ムと予算管理 システム との関連
IV統 合的会計情 報 シス テムの適用例
1バ ヅチ処理に よる統合的会計情報 システ ム
2オ ンライン処理 に よる統合的会計情報 システム
Vむ す び
1は じ め ・に
会計情報 システムの概念は,会 計上 の歴 史的概 念であ る。す なわち,会 計情報 システ ムの概念 は,
時代の推 移や環 境の変化に伴 ってそ の内容 が異な って くるのである。 それゆえ,会 計情報 システム
の概念規定を行なう場合,それは目的との関連において概念を把握する必要があると考えられぎ1
とい うのは,目 的が異 なれば,当 然会計情報 システ ムの概 念 も異な って くるか らである。 この点 は,
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概 念規定 の場合 にか ぎった こ とでは な い。 そ の理 由は,「異 なる 口的には異な る情報が適合す る。
す なわ ち,あ る 月的の場合 に適切 な情 報で も,別 の 日的 の場 合にはそれが不 適切 であるか,も じ く
くの
は誤解を招 く恐 れ さえあ る。」 と考 え られ るか らである。 そのため,会 計情 報 システ ムの普遍的か
つ永続 的な概念規定を行 な うことは,た とえそ れが可能 であ って も,そ のこ と自体重要 な意 味があ
る とはい えない であろ う。'したが って,・会計情 報 シス テムの機会規定を 目的論的に考 えるな らば,
概念の定義づけを行なうま斌 騨 矧 圃 蔓シ子7ムの脚 孟何かというこaこ言及しておかな
けれ ばな らない。
今 日に おける会計情 報 システムの 口約 としては,い くつか の ものを指摘す ることがで きるが,そ
の主た る 目的 は,情 報利即 者 の意思 決定 に役立 つ会計情報 を提 供す るとともに,そ の情報利Jlj者の
行動 を前能 なか ぎ りラ ィ∴ ドバ ヅクさせ ることである と考 え られ る。 つま りそ れは,情 報利用 者の
意思 決定 とそ の行動 の統制 のため の フ ィー ドパ ヅクに ある とい え る。かか る 目的 に対応 させ て会計
情報 システ ムの概念を定義す るな らば,つ ぎの よ うにな るで あろ う。すなわ ち,会 計情報 システム
とは,コ ンピュータお よび コ ミュニケーシ ョン装 置の技術 的な合理性 を基礎 とし∫行 動科学,シ ス
テ ム論,情 報理 論,経 営 科学 な どの関連諸 科学 との学 際的 な成果 をふまえた・うえで,情 報利用者の
意思決定 に有用 な会計情 報 と,そ の行動 の統制 のため のフ ィー ドバ ック情報 とを提供す るため,会
計窮 象の認識,測 定,伝 達 の プ ロセスを有機的 に構成 しよ うとした ものであ る とい え よう。 した が
って,会 計 情報 システムは,従 来か ら存在す る会計 固有 の測定 ・伝達 プ ロセスのル ーチ ン化 された
部分 の単 なる コ ンピュータ化 ない し努力化 のみ を意 味す るシステムではない ことに注意 しなければ
ゆ
な らない。
会 計情報 システ ムの測定 プ ロセスにおい ては,複 式簿 記に もとつ く財務会 計の測定理論のみ な ら
ず,管 理会 計技法 な どの測定諸技 法を組み合わせ るこ とに よって,意 思決定へ の適 合性 が高め られ
,る。 また,会 計情帳 システ ムの伝達 プ ロセ スに おい ては,測 定 結果 の単 な る一方的 な伝達に よ り一
方的 に満足 させ るのではな く,被 伝達者 が どの よ うに情報 を受 け とめてい るか の反応 を常に フ ィー
ドバ ックさせ る ことに よって,伝 達 の効果 を再 確認 し,よ り精度 の高い情報伝達 を可能にす るので
ω
ある。
ところで,D・H・リー(DavidH・Li)によれぽ,「会 計情報 シス テムの研究は,(1)人的お よび コ
ンピュータ資源 の システ ムを通 じて収集 ・伝送 され,.『(2)会計処理 の方法ない し基準に もとづ い て
処理 され,⑧ 当該組織 の利害関係者 が利用す る情報 として報告 されるところの,組 織 に影響を及
　の
ぼ す 事 象 を 問題 にす る6」'とされ てい る。 そ して リYは,図1に 示 す よ うな 「マ=。Fア 々会 計 情 報
シス テ ム と.r呈ピg一.タ ・ベ ース の 会 計 情 報 シス テ ム とに 開 け る人 的 挙 よ び コ ソ ビ ュ ー;タ資 源 の
役 割 」 に つ い て明 らか に して い『る。
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源 に よって,つ ま り端的 にいえば手 作業 に よって行 なわれ る ことを意味 してい る。そ れに対 して,
コン ピュータ ・ベ ースの会 計情報 システムの場 合,収 集,伝 送,処 理,報 告 の プ ロセ スが コンピュ
ータに よって,す なわ'ちデー タの入力か ら報告書 の作成 に至 るまでの プ ロセスが コンピュー タを利
用 して行 なわれ るこ とを意 味 してい る。 また,こ の図に おいて収集 され るデ ータは,必 ず し も簿記
上 の取引のみに限定 される もの ではない。 それは,も っと広 く組織体に影響 を及ぼす 事 象に関連 し
た さまざまなデ ータか ら構成 されてい る。 た とえば,経 済的,社 会的,政 治的な事 象や法規制 に関
係す る ものな ど,種 々のデ ータか ら構成 され てい る。
リーが示 した会計情 報 シス テムの シェーマか らも明 らか な よ うに,単 に 「会 計情報 システム」 と
い って も,そ れには 「マ ニ ュアル会 計情 報 システ ム」 と 「コンピュー タ ・ベ ースの会計情報 システ
ム」 とが含 まれてい ることに注意 しなければ な らない。 そ して,そ の場合 の 「会 計情報 システム」
には,「す べてが手作業 の会 計情報 システム」 と 「理想 的な コンピュー タ ・ベ ースの会計情報 シス
テム」 との両極端 を含め て,そ の間に各種 のバ リア ソ トがあ るこ とに も留 意す る必要が ある。 しか
しなが ら,わ れわ れが問題に しょ うとす る,あ るい は研究 の対 象に しょ うとす る会 計情報 システム
は,そ の よ うな両極端の会計情 報 シス テムではな く,リ ーの示す よ うな 「コン ピュー タ ・ベ ースの
会計情報 システ ム」 である。 いわゆ る 「マ ソ ・マ シγ ・システム」 であ る。
さて,わ れわれ に,企 業 の会計 シスデムが二 つの主要 な情報機能 を,す なわ ち情報提供能 力を も
ってい ることを知 ってい る。 その第一 の ものは,企 業の経営成績 と財政状態 とを明 らかにす る とこ
ろの財務諸表を作成す るた めに,歴 史的 なデ ータを処理す る ことであ る。 これは,一 般に財務会計
の領域 に属す る問題 である。 第二の情報機能 は,企 業の経営 管理 のために有用 な情報 を提 供す るこ
とであ る。 これ は,一 般に管理会計 の領域 に属す る問題 である。 しか し,会 計情 報 システ ムを設計
す る場 合に は,こ れ らの二 つ の会計領域 を ま った く別個 の無 関連 な システム として考 えることは望
ま しい ことでは ない。 とい うのは,企 業 会計 の実務 におい て,会 計情報 システムを設計す る場合,
　の
トータルな システ ムとして会計情 報 シス テムを構 築す る必要 があ るか らである。 つ ま り,個 々のサ
ブ システムの間 には,相 互依存性 が あるはずであ る。 したが ってわ れわれは,会 計情報 システ ムを
くの
「統 合的会 計情 報 システ ム」 と考 えるのであ る。
本稿 の 目的は,上 述 の考 え方 と同様な立場 か ら,財 務会計 における総勘 定元帳 システム(Gener・
く　ラ
al-LedgerSystem)と,管理 会 計 に お け る予 算 管理 シス テ ム と を統 合 させ て 会 計 情 報 シス テ ム を 展
開 したF.H.ウ ー(Frede亡ickH.Wu)の所 説 を 中 心 と して,会 計 情 報 シス テ ムを 考 察 す る こ とで
あ る。
注(1)N.M.ベ ドフォー ド(NortenM.Bedford)は,会計理論上の概念 の本質につ いて,利 益概念を取 り上
げつ ぎの ように述べてい る。 「概念が存在す るためには,概 念 についての理論が必要であ る。 ある一つ の
コ 　 　 ひ 　 の の 　 ロ の 　 　 　 　 　 コ ロ 　 コ 　 　 ロ 　 コ コ 　
概念はr一 組 の操作』の説 明にす ぎず,そ れが存在 してい る環 境のなか にお いてのみ妥当性を もつ……。」
(傍点一 筆者)(NortonM.Bedford,1ncomeDeterniinationTheory:AnAceoecntingFrameωorle,
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Reading・Massachusetts:Add董son・WesleyPublishingCompany,Inc.,1965,P.7.大藪 俊 哉 ・藤 田
幸 男共 訳 『ベ ドフ ォー ド利 益 決定 論一 一 会 計 理 論的 ブレ ーム ワー クー 』 中央 経 済 社 ,昭 和59年,9頁 。)
　 　 　 　 　 コ 　 リ ロ ほ の 　 　 コ コ
したがって,「操作的観点 にたてば,そ れぞれ異なった 目的 に適合 した正確な利益概念を発展 させ,不 正
確な,一 般的な利益概念の限界を認識 することができる。」(傍点一 筆者)(lbid.,p.8.大藪俊哉 ・藤田
幸男共訳,同 上書,11頁。)また,山 邊六郎教授 は,そ の著r管 理会計』 において,会 計概 念を 目的に関
連 させて定義 しなければな:らない ことをつ ぎのように指摘 している。 「会計制度 の設計は,ま ず第一に,
会計情報の利用者の確定,そ してその用途または目的の確認から始めなけれぽならない。繁二に,会計実
体,会計期間,原価あるいは費用 ・収益および利益などの藷疵悉壱,宅乳宅乳ゐ自酌之幽遠 む五彩七難義
しなけ れ ば な らな い。 この よ うに諸概 念 を 口的 に関 連 して 明確 化す る ことは ,会 計担 当 者 を して,一一定 の
意 思 決定 の基 礎 と して 報告 す べ き事が らを 問題 外 の 事 が らか ら峻 別 す る こ とを可 能 な ら しめ る。 あ る一 つ
の 目的 に関 連 した 概 念 が他 の 目的 に は無 関 係 な ことは,し ば しば あ る 。」(傍点 一 筆 者)(山 邊 六郎 著r管
理 会 計』 千 倉 書房,昭 和43年,127頁 。)
(2)B・・tJ・h…n・"WhYY・u・C・mpanyN・・d・Th・eeAcc・unti・gSy・t・m・,・Manag・m,ntAcc。unt-
ing,Vol.LXVI,No.3,September1984,p.39.





⑥ 藤林章友氏は,実 務の立場か ら,会 計 システムの設計において 「統合的な会計 システムの設計」を行な
うべきであ ることを主張 してい る。(ア ーサーア・ソダーセ ソ ァ ソ ド ヵシパ二一監修,藤 林章 友著 『会
計 システ ム設計の実務』中央経済社,昭 和60年,3-7頁。)
(7)この よ うな見解 は,す で～とAAAのASOBATに おいて も支持 され て い る も の で あ る。 す な わ ち
ASOBATは,「会計は,本 質的 には一つの情報 システムである。」 と述べ,財 務会計 と管理会計 とを含め
て会計を 「情報 システム」 と定義づけたのである。(AmericanAccountingAssociation,AStatement
ofBasicAccountingTheory,AmericanAccountingAssociation,1966,p.64、飯野利夫訳 『アメ リ
カ会計学会 基礎的会計理論』 国元書房,'昭和44年,92頁 。)この点 は,ASOBATに よって,い わゆる
「情報会計論」の フレームワークが提示 された とみな されてい る。(清水哲雄著r情 報会計 の理論』中央経
済社,昭 和60年,60-61頁。)
⑧ 「総勘定元帳 システム」 とは,狭 義 では,文 字 どお り 「総勘定元帳 システム」を意味す るが,広 義で は,
総勘定元帳を中心 と.した 「一般会計システム」ない し 「財務 会計 システム」を意味す る。
H総 勘定元帳 システムの プレrム ワー ク
1勘 定科 目コー ド表 の設計
統合的会計 情報 システムを設計す る場 合,ま ず最初に行な うべ きことは,総 勘定元帳 システムの
ゆ
「勘定科 目コー ド表」の設計である。 コー ド化 とい うことは,各 勘定科 目に単 に記号を与 える とい
うこ とではな く,一 定 の視点か らの勘定科 目の分類 ・体系化を意 味す る。 したが って,会 計情報 シ
ステムを どの よ うな ものとして構 築 しよ うと してい るか,そ の基 本的な考 え方 がそ こに反 映 され る
はずであ る。 た とえば表1の 場 合,勘 定科 目 コー ドは四桁 の数字 で構成 され,そ れぞれが総勘定 元
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帳 システ ムの貸借 対照表勘 定 および損益計 算書勘定 の各項 日を示 してい る。そ の勘定 は,通 常,企
業 の部 門や コス ト ・セ ンター,あ るい は製品種類 ごと'などに分類 される。勘定 の コー ド化は,従 来
か ら行 なわれ てい るマ出 ユアル総勘定 元帳 シス テム,す なわち通常 の手 作業 に よる複式簿記におい
て も取引の仕訳や分類を容易 にす るが,と りわけ コンピュー タ ・ベ ースの総勘定 元帳 システ 春にお
い ては,各 取引 を ファイル}と記録す る場 所を指定 した り,ま た,特 定 の情報 を検 索 した りす るとき
の手段 とし℃ 有効か つ不 可欠な もの である。
表1勘 定 科 眉目 コ .一 ド 表
ゴ ー ド 勘 定 科 目





4500-4999流 動 負 債
5000一・5499長 期 負 債
5500一5999株 主 持 分
6000-6999売 上 高
7000-7999製 造 原 価 お よ び 売 上 原 価
8000-8999一 般 管 理 費
gooo-9499販 売 ・ .費





表1は,「 ブロ ック ・コー ド」 に よる簡単 な勘定科Bコ ー ドを示 した ものであ る。 表1に おい て
は,貸 借対照表 お よび損益 計算書 の各勘定科 目がい くつ かの プロ ヅクに分類 され,そ れぞれの ブ ロ
ックは500ない し1000の間隔 で示 されてい る。 す なわ ち,上 位 の二桁 に よって,ブ ロックを表現
してい る。 た とえば,現 金 お よび受取勘定 の項 目には;1000から1999までの コー ド番号が与 え ら
れてい る。表2は,表1の 勘定 科 目コー ド表の なかか らい くつかの小頃 日を任 意に選択 して示 した
ものであ る。
この よ うに勘定科 目コー ドを利用す るこ とに よ って,わ れわれは,デ ータを フ ァイルか らす ぼや
ぐ抽 出す ることが で き,必 要に応 じて各種 の財務諸 表ない し会 計報告書を入手す るこ とがで きる。
各取 引には,そ れが最初 に入力 される ときに勘定科 目 コー ドが付加 され る。す なわ ち,各 取引 に該
当す る コー ド番号がつ け られ,取 引 とともに記録 され る。取引が コンピュータに入力 されると きに
は,コ ー ド番号 か ら該 当す る トランザ クシ ョン ・フ ァイルをみつけだ し,そ め フ ァイルに レコー ド
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表2勘 定 科 目 コ ー ド 表
コー ド(大 分 類)コ ー ド(小 分類)'勘 定 科 目
1000-14gg現 金
1010現 金 一 統 制 勘 定
1011小 口 現 金
1012・ 当 座 預 金
1013定 期 預 金
1500-1599.受 取 勘 定
..1560従 業 員 貸 付 金
1570得 意 先 売 掛 金
1580未,収 利 息




4500-4999流 動 負 債
5000-5499長 期 負 債
5500-5999株 主 持 分
6000-6999売 上 .高
6010売 上 高 一 製 品'A
6370'売 上 高 一 製 品X
6380売 上 高.=r一 製 品Y
6390 .売 上 高 一 製 品Z
7000…7499製 造 原 価 お よ び 売 上 原 価
7500一7999賃 金
8000-8999、 一 般 管 理 費
9000-9499販 売 費
9010販 売 用 消 耗 品
9200販 売 輸 送 費
9210販 売 手 数 料
9220未 払 物 品 税
9500-9999営 業 外 収益 お よび営 業 外 費 用
出所:GeorgeM.Scott,ψ.o肱,p.377.
を追加す る と同時に,そ の取引金額 を フ ァイル の合計欄 に加 算す る ことに よって ファイルを更新す
る。 た とえば,売 上 と して コー ド化 された取引 は,売 上 フ ァイルにそ の詳細 が記録 され る。そ れ と
同時に,そ の ファイルの売上合計欄に当該売上取引 の金額を加 算 し,売 上 ファイルを更新 してお く
のであ る。
図2は,総 勘 定元帳 システムに おける主要 な勘定 を表2の 勘定 科 βg一一・ドに もとづい て示 した も
のであ る。 この図 では,総 勘定元帳 システムが,隅 の中心 に示 されてい る総勘定元帳 ファイル と一
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図2・ 総 勘 定 元 帳 シ ス テ ム の 構 成
連 の補 助元帳 フ ァイル とか ら構成 され てい るこ とがわ か る。 これ らの フ ァイル は,す べ てマス ター
・ファイルであ る。補助 元帳 フ ァイル匿は,通 常,各 取 引の詳細 が記 録 されてい る。そ して,こ れ ら
(3)
の補 助 元 帳 フ ァイ ル の更 新 は,ト ラ ンザ ク シ ョ ン ・フ ァ イル か ら毎 日あ るい は週 ご とに 行 な わ れ る。
つ ぎに 述 べ る例 は,G・M.ス コ ッ ト(GeorgeM.SCott)によ って示 され た勘 定 科 目 コー ドの コ
ω
一デ ィン グ ・シ ス テ ム に お け る オペ レー シ ョンの一 例 で あ る。
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図3信 用 販 売 取 引 の レ コ ー ド ・ フ ォ ー マ・ッ ト
営 業 担 当 のR・ ス ミス(RobertSmith)が,ある製 品Y一 単 位 を卸 売 業 者 に175ド ル の信 用 取 引
で販 売 した と し よ う。 そ の と きス ミス は,10パ ー セ ン トの販 売 手数 料 を受 け取 り,ま た,そ の 売 上
に対 す る税 率 は5パ ーセ ン トで あ った と仮 定 す る。 こ の信 用 販 売 取 引 に つい て の レ コ ー ドは,図3
に示 した よ うに,九 つ の デ ー タ ・フ ィー ル ドか ら構成 され てい る。・この 図 に お い て,・顧 客番 号 は
1443であ る。 ス ミス の 従 業 員 番 号 は1234であ り,ス ミス の 属す る販 売 部 門 の部 課 コー ドは5-51
であ る。
レ コー ド内 の 各 「フ ィー ル ド」 は,デ ー タ と して意 味 を もつ最 小 の 単 位 で あ り,そ し七,各 フ ィ
ール ドに どの よ うな 項 目の デ ー タが 記録 され るか を 決 め て お き
,そ れ らを正 し く処 理 す る よ うに プ
ログ ラム 上 で 指示 す る必 要 が あ る。 図3に 示 され てい る デ ー タ ・フ ィー ル ドの1,2,お よ び3に
は,勘 定 科 目 コ ー ド表 の コー ド番 号 が記 録 され てい る。 そ し一C,デN・一タ ・フ ィール ドの4,5,6に
は,そ の 他 の 各種 の 目的 で処 理 され る フ ァイル に 関 連 した追 加 的 な コー ド番 号 が含 ま れ てい る。 ま
た,デ ー タ ・フ ィール ドの7,8,9に は,当 該 取 引 に 関渉 るデ ー タが 記 録 され てい る。 こ の取 引 の
コン ピュ ー タ処 理 に は,信 用 販 売 取 引 のた め の トラ ンザ クシ ョ ン ・フ ァイル と四 つ の マ ス タ ー ・フ
ァイル(す なわ ち,信 用 販 売,製 品,販 売 手 数 料,顧 客 の 各 マス タ ー ・ラ ァ イル)と カミ使 用 され る
ことに な る。
と ころ で,こ れ ま で述 べ て きた勘 定 科 臼 コー ドは,企 業 に お け る事 業 の拡 張 な どに伴 って 拡大 さ
れ るこ とはい うまで もな い。 大 企 業 の場 合,そ の勘 定 科 目 コ・」 ドめ た め に10桁 以上 の数 字 を利 用
す るこ と もま れ な こ とで は な い 。 そ れ らの コ ー ドの な か に は,た とえ ば,総 勘 定 元 帳 勘 定 コー ド,
子会 社 の コ ー ド,販 売 地 域 別 コー ド,事 業 部別 コー ド,職 能 部 門 別 コー ド,製 品 種 類 別 コー ド,コ
ス ト ・セ ンタ ー別 コ ー ド,従 業 員 コー ド,得 意 先 コ ー ド,仕 入 先 コー ド,取 引 銀行 コー ドな どが 含
　
まれてい る。い くつかの子会 社,事 業部,部 門な どを もつ企業に とって,勘 定科 目コー ドは,各 セ
グメン トの財務諸表 の連結 を容 易にナ る。 また,勘 定科 目コー ドは, デー ータ'の収集 な らびに分 類の
標準化を容易に し,そ して,各 セ グメン トのセ グ メン ト別財務 諸表の作成,お よびそ の各 セ グメン
トの相対的 な業 績評価を行 な うことに も非 常に 役立つ のである。
さて,以 上 の よ うな勘定科 目コー ド表 を設 計す る場 合に考慮 しなければ な らない基 準がい くつか
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考 え られ るが,F.H.ウーは,・この点 に関 して三つ の基 準をあげてい る。 それ らの基準を示す な ら
ば,つ ぎの よ うにな るであろ £
ω 経涛性
(2)勘定 科 目の拡張 の可能性
く3)各位に意 味を もたせ た数字 め使用
ここで,(1)の 「経済性」 とは,総 勘定元帳 ファイル な どに記録 され てい る レコー ドの長 さは,
か ぎ られた記憶 容量を有効 た利用 す るた めに必要最 少限に と'どめ るべ きであるので,勘 定科 目ロー
ドも簡潔 にす べ きである とい うことである。た とえば,も し企業が200に及ぶ総勘定元帳勘定 を使
用 していた な らば,200の勘 定科 目をすべ て カバ ーす るには,三 桁 の コー ドで足 りるはず であ る。
② り ・r勘定科 目の拡張 の可能性」 とは,,企業に おける将来 の事業 の拡張 な どを考慮:して,勘 定
の昏項 目の間べ勘定科 目の追 加が で きる よ うに十 分な桁数が準備 され なければな らない とい うこと
である。 た とえば}も し企業 が80に 及ぶ総勘定 元帳勘 定を使用 してお り;近 い将来に19を 超 える
勘定科 目が追加 され る可 能性 が あるな らば,三 桁の総勘定元帳 コー ドを設定す る必要 があ る。
㈲ の 「各位に意味を もたせ た数字の使用」とは,い うまで もない ことであるが,コ ンピ ュータ ・
ベ ースの会計情報 システ ムに おい ては,勘 定 科 目コー ドに数字 が用い られ るべ きであ るとい うこと
である。そ の理 由は,勘 定科 目コー・ドに数字を使用す る ことに よって,各 位に意 味のあ る勘 定科 目
コー ドの分 類 ・体 系化が きわ めて容易にな るばか りではな く,人 間が勘定科 目を コー ドに肇摸す る
と きの間違 いを減 少 させ るのに も有効であ り,ま た,デ ータ ・エ ラーを発見す るためのハ ッシュ ・
、トータルを とるのに も有用 であ るか らである。
2・ 総 勘定元帳 システムに適用 され る基礎的な会計概 念
・AAAのASOBATは,会 計 を 「情報 システム」 と定義 し,そ して潜在的 な会計情報 を評価す る
くの
場 合の基 本的 な基準 として,・つ ぎのよ うな四つの ものを あげてい る。 それはす なわ ち,(1)目的適
合性,(2)検証可能性,(3)不偏性,(4>量的表現可能性,で あ る。 この四つの基 準は,あ る情報が
会計情 報であ るか否か を識別す る基準 である とされ るとと もに,会 計情報 が有用 であるか否 かを判
ゆ
断ず る基 準 で あ る と考 え られ てい る もの で あ る。
しか しASOBATは,層 こ れ らの 四 つ の基 本 的 な基 準 が,企 業 の 会計 プ ロセ ス の ・どの段 階 で具 体 的
に 適 用 され る か に つ い て は言 及 し てい な い 。.,
R.シ ュ ッペ ンハ ウ ァ ー(RainerSchupPenhauer)は,図4に示 す よ うな 財 務会 計 の 一 連 の会 計
　の
プ ロセスにおいて要 求 される会 計概 念を明 らか に してい る。 この図では,七 つの会計概念,す なわ
ち,ω 証 明可能性,(2)適時性,(3)完全性,(4)信頼性,(5)正確性,(6)明確性,㈹ 検 証可能性,
が会計 プ ロセス の各段階 で要 求 され るとい うのであ る。 しか しなが ら,こ の図をみれぽわか る よ う
























図4. .会計 プロセ スにおいて要求 され る会計概 念
に,そ れ らは マ ニ ュア ル会 計 情 報 シ ス テ・ムの会 計 プ ロセ ス に お い て 要 求 され る会 計概 念 を示 し て い
るにす ぎない 。'..・'
これ に対 し℃J・W・ パ ヅク レイ(JohnW.Buckley)=K:.M.'ラ・イ・トナ ー(KevinM.Lightner)
は,図5比 示 す よ うな 会 計 情 報 シス テ ム の会 計 プ ロセ ス の各 段 階 に おい て要 求 さ れ る会 計概 念 を 整
a①



























(x)秩 序 のあ る分類(Orderedclasses)
ここで・ミックレイ=ラ イ トナ ーが示 した会計概念 は,コ ン ピュータ ・ベ ースの会計情 報 システム
に おける会計 プ ロセスの各段 階で要 求 され る ものであるが,こ れ らは,基 本的には マ ニュアル会計
情報 シス テムの会計 プ ロセスにおい て要 求 され る もの と異 な らない とい える。
t方 シF・H・ウrは,バ ヅクレイ=ラ イ トナーが示 した上掲 の会計概 念の分類 と同様 な観点か ら,
コン ピュータ ・ベ ースの会計情報 システ ムに おけ る総勘定 元帳 システムに適用 され る会計概念を 明
ゆ
らかに してい る。そ れ らの会 計概念 を示す な らば,つ ぎの よ うにな るであろ う。
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幽 筆者が,一 部分補足を行なった。



















ウーが示 した これ らの会計概念 は,一 連 の会計 プ ロセス1こおけ るナペ レーシ ョン,す なわち デー
タの収集,仕 訳,転 記,報 告書 の作成 の各段階 におい て適用 され る ものであ る。 かか る会 計概念 は・
従来か ら会 計担 当者 に よって財務会 計の基本的 な概念 として認識 されて きた もので ある。す な わち,
これ らの会計概念 は,「一般に認め『ら'2zた会 計原則」(generallyacceptedaccountingprinciples,
GAAP)の基礎理 論を構成す るものであ る。
な お,ウ ー:が示 した上掲 の会計概念 のなか で,説 朋を要す る ものについ て ここで若干 の補 足 を行
な ってお くことに しよ う。
ω の 「入力す るデ ータの収集を支配す る会 計概念」 とは,企 業 に おい ては多 くの経済事 象ない
し商取引 が発生す るが,そ の経済事 象の うち(1>のところに示 された会計概念 にあてはまる ものが,
デ ータとして収集 され総勘 定元帳 システムに入力 され る,と い うこ とである。つ ま り,そ こに示 さ
れた会計概 念は,取 引が総勘定元帳 システ ムに入 力デ ータ として入力 されるべ きか否か を決定す る
基 準 として採 用 され る もの であ る。
(1)の(ii)の「経済事象」 とは,貨 幣単位 で数量化 で き,か つ資産,負 債,資 本,費 用,収 益の
金額に変 化を もた らす取引 の こζで挙 る。す なわちそれは・簿記上 の取 引 と同義 であ る。
③ の(vii)の「中立性」 とは,財 務諸表 があ る特定 の利用者に偏 向 して作成 されてはな らない
とい うことである。 この概念は,ASOBATが 示 した 「不 偏性」 の概念 と1同様の意 味を もつ もの で
あ る。
ウーが示 した会 計概念 は,い わゆ る 「一般 に認め られた会計原則」 の基礎 をなす ものであ ること
は,す でに指摘 した。 それ らの会計概念 は,コ ンピュータ ・ベ ースの総勘 定元帳 システムを 設計す
る場 合,そ の シス テムの分析 お よび設計者 に よって採 用 されなければな らない ものであ る。 つ ま り,
コンピュータ ・ベ ースの総勘 定元帳 システムを設 計す る場 合,シ ス テムの分析 および設計者 と会計
担 当者 とは,全 般的に密接に共 同 して作業 を行 な う必要 がある。 そ の理 由は」「財務会計 システム
ロの
は,た いていの場 合,企 業の経営情報 システ ムの中核(heart)」であ り,有 効 な会計情報 システ ム
を構築す るために は,会 計担 当者 が上述 の基 礎的 な会計概念 を システムの分析 お よび設計者 に正 し
く伝達す る必要 があ るか らであ る。
3マ=:ユ アル総勘定元帳 システム
本稿 におい て考察 の対 象にす る会計情報 システ ムは,コ ン ピュー タ ・ベ ースの会計情報 システム
であ ることはす でに述べた。 しか しなが ら,わ れわれは,次 姉 において取 り上げ る コンピュー タ ・
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ベースの総勘定元帳 システムを考察す るまえに,こ こで従来 か ら行 なわれ てい るマ ニュアル総勘定
元帳 シス テムを概観 してお くことに しよ う。 それを行 な うことに よって,マ ニュアル総勘定 元帳 シ
ステムと コン ピュータ ・ベ ースの総勘定 元帳 シス テムとを比較す ることがで き,コ ンピ ュータ ・ベ
ースの総勘定元帳 シズテムを理解す るのに役立 つ と考 え られるか らであ る。
ゆ
本節 で取 り上 げる例 は,商 企業 におけ るマ ニ ュアル総勘定 元帳 シス テムの一例 であ る。 この総勘
定元帳 システムでは,仕 訳帳 に四つの特殊仕 訳帳(す なわ ち,現 金収納帳,現 金 支払帳,売 上帳,
仕入帳)と 一般仕訳帳 とが用い られてい る。 現金収納帳 には,現 金 の収入取引が,現 金支払帳に は,
現金の支 出取引 が,売 上帳 には売上取引が,仕 入帳に は仕 入取 引が,そ れ ぞれ記録 され,そ れ以外
の取引は,す べ て一般仕訳帳 に記録 されてい る。仕 訳か ら財務諸表 の作成に至 るまでのデ ータの記
録過程は,手 作業に よる複式記入,す なわち複式 簿記の構造 に もとづい てい るこ とはい うまで もな
い 。
図6は,一 般に 「会 計 サイ クル」"といわれてい るところ の手作業 に よるデ ータの記録過程 を示 し
ている。 この会計 サイ クルの初 めの ところで,取 引が仕訳帳 の タイプに よ って分類 され,つ いで,
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図6.会 計 サ イ ク ル の 概 要
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特 殊仕 訳帳の機能は,同 一 の性 質を もつデ ータを要約す る ことであ る。 そ こで要約 された デ ータ
は,つ ぎに総勘定元帳に振 り替 えられ る。 デ ータを仕訳帳か ら総勘定 元帳に振 り替え る場 合,手 作
業に よる方法 を効率化す るのが特殊仕訳帳 の 日的 であ る。一 般仕訳帳 への記 入は,上 述 の どの特殊
仕訳帳に も分類す ることがで きない場 合に行なわ れる。そ のため,一 般仕 訳帳 の仕 訳は,総 勘定元
帳に個別的 に振 り替 え られ なければ な らない。
仕訳帳か ら元帳へ の振替記入 のステ ップは,「転記」 と呼 ばれてい る。 この転記 を行 な う場 合,
仕訳帳 の記 入事項 は,補 助元帳 に も取引 ごとに,す なわ ち個 別的 に振 り替 え られ る。商 企業 におけ
る売掛金,商 品,買 掛金 な どの総勘定元帳勘定 には,そ れに対応す る補助 元帳勘定 があ る。 もし,
仕訳 お よび転 記が正 しく処理 されているな らば,総 勘定 元帳の各統制勘定 の残高は,そ れに対応す
る補 助元帳勘定 の各勘定残高 の合計額 と一致す るはず である。
4コ ン ピュータ ・ベースの総勘定元帳 システム
コソピェー タ ・ベースの総勘定 元帳 システムを設計す る場 合に重要 な こ とは,ユ ーザ ーの要求 な
い し必要性 を満たす よ うに設計 されなけれぽな らない とい うことである。 ユーザ ーの要 求 ない し必
要性 を満 たす ためには,総 勘定 元帳 システムは,何 よりもまず会計デ ー タの正確性 とコ ン トロール
の リ コ ロ な の コ
を高 め る よ うに設 計 され な け れ ば な らな い とい え る で あ ろ う。・
さて,本 節 で は コ ン ピ ュ ー タ ・ベ ー ス の総 勘 定 元 帳 シス テ ム設 計 に 際 して の この よ うな 前 提 を ぶ
まえた.うえ で,バ ヅチ処 理 に よる コ ン ピ ュ ー タ ・ベ ース の総 勘 定 元 帳 シ ス テ ム に つ い て み てい く こ
　う
とに しよ う。
「仕 訳 帳」 や 「元帳 」 な どの一 般 に 帳 簿 とい う会 計 用 語 は,コ ン ピ ュー タ ・ベ ース の総 勘 定 元 帳
シス テ ム に おい て は,「 フ ァイル」 とい う ゴソ ピ ュー タ用 語 に お きか え られ る。 した が っ て,会 計
サ イ クル に お け る 「仕 訳 」 の ス テ ップは,コ ン ピ ュ ータに よ る デ ー タ処 理 で は,「 トラ ンザ ク シ ョ
ン ・フ ァイ ル を作 成 す る ジ ・ブ ・ス テ ップ」 に 相 当す る。 ま た,会 計 サ イ クル に お け る 「転 記 」 の
ス テ ップ は,同 じ くコ ン ピ ュ ー タに よる デ ー タ処 理 で は,「 マ ス タ ー ・フ ァイ ル を更 新 す る ジ ョブ
・ス テ ップ」 に相 当す る。
前 節 で考 察 した マ ニ ュアル 総 勘 定 元 帳 シ ス テ ム に は,特 殊 仕 訳 帳(現 金 収 納 帳,現 金 支 払 帳,売
一ヒ帳,仕 入 帳),一 般 仕 訳 帳,総 勘 定 元帳,補 助 元 帳(売 掛 金 元 帳,商 品 有 高 帳,買 掛 金 元 帳)な
どが あ る こ とはす で に指 摘 した 。 コ ン ピ ュー タ ・ベ ース の総 勘 定 元帳 シス テ ム に おい て は,こ れ ら
の仕 訳 帳 や 元 帳 は,た と え ば 図7に 示 した 現 金 収 納 トラ ソザ ク ジ ョン ・フ ァ イ ル,現 金 支 払 トラ ン
ザ クシ ョ ン ・フ ァイル,売 上 トラ ンザ クシ ョン ・フ ァイル,仕 入 トラ ンザ ク シ ョ ン ・フ ァイ ル,そ
の他 の トラ ンザ クシ ョ ン ・フ ァイ ル,総 勘 定 元 帳 セ ス タ ー ・フ ァ イ.ル,売 上 合 計 マ ス ター ・フ ァイ
ル,売 掛 金 マ ス タ ー ・フ ァイル プ 商 品 マ ス タ ー ・フ ァイノぢ 買 掛 金 マ ス タ ー ・フ ァイル な ど の フ ァ
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イ ルに お きか え られ る。 す べ て の取 引 は,ま ず トラ ンザ ク シ ョ ン ・フ ァ イル に分 類 され,つ い で,
そ の トラ ンザ ク シ ョ ン ・フ ァ イル の レ コ ー ドは,マ ス タ ー ・フ ァイ ル を更 新 す る更新 プ ロ グ ラム に
よ って処 理 され る。 財 務 諸 表 は,更 新 総 勘 定 元 帳 マ ス タ ー ・フ ァイ ル か ら作 成 され る。
図7は,五 つ の マ ス ター ・フ ァ イル,す な わ ち売 上 合 計,売 掛 金,商 品,'買掛 金,総 勘 定 元帳 の
各 マス タ ー ・フ ァイル が 準 備 され てい る と こ ろの 「バ ッチ処 理 に よる総 勘 定 元帳 シス テ ム」 を示 し
た もの で あ る。 この シ ス テ ム の ソース ・ ドキ ュメ ン ト(入 力原 票)に は,売 上 送 り状,送 金 連 知 書,
購 入注 文 書(こ れ は,納 品 書 や 受 取 書 に よ っセ補 足 され る),領 収 書 な どが あ る。 デ ー タは,'ソー
ス ・ドキ ュ メ ン トか ら カ ー ドに パ ンチ され,そ して,そ の正 確 性 は,せ ん孔 検 査機 や ユ ニ ッ ト ・レ
コー ド装 置 な どに よ って検 査 され る。
売上 お よび現 金 収 納 の トラ ンザ ク シ ョン ・フ ァイル は,ま ず 得 意 先 の識 別 番 号 に した が って分 類
され,つ い 鳩 そ ρ デ ー タ の正 確 性 が検 査 され る。 検 査 の ル ーチ ンに は,了 イー ル ド ・チ ェ ッ ク,
符号 チ ェ ッ ク,妥 当性 チ 出 ッ ク,合 理 憐 チ ェ ック,リ ミッ ト ・チ ェ ッ クな どの チ ェ ッ クが 含 まれ る。'
そ して,検 査のル ーチ ンに,ま ず計 算 された照合合計を印刷 し,つ い で,そ の照合 合計 は手 作業 で
算定 されたバ ッチ合計 と比較 される。 トランザ クシ ョン ・'フ'ア'イルの レコ 」・ドは,売 上 合計 マス タ
ー ・ファイル と売掛 金マス ター ・ファイルを更新す る'更新 プ ログラムに よって処理 され,さ らに,
売上合計 お よび売 上分析 報告書,1売掛金報 告書 な どの報告書 を作成す る更新 プ ログラムに よって処
理 される。更新 プ ログラムは,ま た,パ ンチ ・カ7ド にサマ リー合計 でパ ンチす る。 そのサ マ リー
　
合計 ファイルには,,つぎに示 す よ うな転記 のためのサマ リー合計が含 まれてい る。
Dr.売 掛 金 × ×
Cr.売 上 × ×
Dr.現 金'X× × ×
Dr.売 上 割 引 ×
Dr.戻 り品 お よび売 上 値 引 ×
Cr.売 掛 金X×
Cr.支 払 手 形!X×
Cr.社.債 ××
Cr..資'本 金 × ×
仕 入 お よび 現 金 支 払 の トラ ンザ クシ ョ ン ・フ ァイル は,商 品 マ ス タ ー ・フ ァイル が更 新 さ れた 場
合,商 品 の 項 目・番号 に した が っ て分 類 され るか,ま た は,買 掛 金 マ ス タ ー ・フ ァ イル が 更 新 さ れ た
場合 ・仕 入 先 の 識 別 番 号 に した が っ て分 煙 され る。 分 類 お よび検 査 プ ログ ラム は,デ ー タの 妥 当性
な どを検 査 し,照 合 合 計 を 印刷 す る。 そ の 照 合 合 計 は,手 作 業 で算 定 され た バ ッチ 合 計 と比 較 さ れ
る。 更新 プ ロ グ ラムは,商 品 マ ス タ ー ・フ ァイル と買 掛 金 マ ス タ ー ・フ ァ イル に関 連 す る トラ ンザ
クシ ョン ・フ ァイ ル の レ コ ー・ドを処 理 し,更 新 商 品 マ ス タ ■・一・・7ア イル と.更新 買 掛 金 マ ス タ ー ・フ
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マ ス ター ・
アイ ル
報 告 書 →ナ・マ リ ー 合 言1・
フ7イ ル
更 一新'買 掛 金
マ ス タ ー・・
ア イ ル
リー.r7リー 合 言ト
フ ァ イ ル
報 告 書
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トラ ン曽ザクシ ロ ン
・ フ ァ イ ル"
総 勘定元帳更新
プログラム






マ ス タ ー ・
プ アイ ル 財 務'諸 「表
出 所:FredctickH・Wu,o♪.cit,P.259.
ll:'図7.バ ッ チ 処 理 に.よ る 総 勘 定 元 帳 シ ス テ ム
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アイル を作成す る。 更新 プ ログラムは,さ らに,商 品や買掛金 な どの分析報告書 を作成 す ると同時
ロの
に,つ ぎに示す よ うな転記 のため のデー タを含むサ マ リー合計 フ ァイルを作成す る6
Dr.仕 入(ま た は商 品)×X× × ×
Cr.買 掛 金 × × ×X-×
Dr。 買 掛 金 × × × ×
Cr.仕 入 割 引 ×
Cr.'戻 し品 お よび仕 入 値 引"・ .×
Dr..支 払 手 形'×
Cr.現 金'・'「 × × ×× × ×X
二 つ の サ マ リー合 計 フ ァ イル とそ の 他 の トラ ンザ ク シ ョ ン ・ラ ァ イル は,総 勘 定 元帳 更新 プ ロ グ
ラムに 入 力 され る。 こ の場 合,そ の 他 の トラ ンザ ク シ ョ ン ・フ ァ イル に は,,修正 記 入 の動 作 が 含 ま
れ る。 更 新 プ ログ ラム は,当 期 の 取 引 に 対 す る試 算 表 を 印 刷 す る。 も し,試 算 表 に 誤 りが な け れ ば,
更新 プ ロ グ ラム は総 勘 定 元 帳 マ ス タ 邑 ・フ ァ イ'ルを 更 新 し,一 年 間 の 残 高 に 対す る試 算 表 を 作成 す
る。 か くし て,財 務 諸 表 は,更 新 総 勘定 元 帳 マ ス タ ー ・フ ァ イル か ら作 成 され る こ とに な る。
サ マ リー 合 計 フ ブ イル とそ の他 の トラ ンザ ク シ ョン ・.ブァ イル の レ コ ー ドは,つ ぎの よ うな フ ォ
ーマ ッ トを も って い る。
・ 付 墜 聾 コ ー ド 賭 コ騨 記 述 取弓1数量 そQ他
ト ラ ン ザ ク シ ョ ン ・
(Dr.ま た はCr・)
この レ コ ー ド ・フ ォ・一'?ットに おい て,勘 定 科 目 コー ドは,す べ て の勘 定 科1≡1に及 び,ト ラ ンザ
クシ ョン ・コー ドは,借 方 また は貸 方 記 入 を 示 し てい る。 勘 定 科 目分 類 コ'一ドに は,流 動 資産,長
期資産,流 動 負債,長 期 負 債,株 主 持 分 ジ 売 上 高,原 価 な い し費 用 な どの 分 類 コー ドが記 入 され る。
勘 定科 目分 類 コー ドは,勘 定 科 目 コー ドと結 合 してい る。
そ れ に 対 して,総 勘 定 元 帳 マ ス タ ー ・フ ァ イル の レ コ ー ドは,つ ぎの よ うな フ ォーマ ッ トを も つ
⑲
てい る。
日 付 轡趨聾 占ラ喫 シヨ源 記 述 肱 残高 年次残高 そ の 他
この レ.コー ドは,・月次 および一年間 の残高 を記録 して お り,そ れゆ えに,月 次残高お よび年次残
高による財務諸表 を作成す る入力 ソースを もってい る。
淀(1)わが国では,JIS(日本工業規格)の勘定科 ロコ「 ドが日本工業標準調査会によって制定されている。す
142一 一 経 営 論 集 一
なわち,JISの勘定科 目コー ドは,大 要,つ ぎの ようにな っている(JISXO406-1984昭和59年11月




⑥ 小分類 自一 ド
(d)細分類 コー ド
(ii)コー ドの構成
大分類 コー ドは一桁,中 分類 コー ドは二桁,小 分類 コー ドは三桁,細 分類 コー ドは四桁 のそれぞ
れ アラビア数字 とし,つ ぎの よ うに構成す る。ただ し,大 分類 コrド,中 分類 コー ドお よび小分類






(例)1000大 分類 コー ド:流 動 資 産
1『100中 分類 コー ド:当 座 資 産
1110小 分類 コー ド:現金お よび預 金
1111細 分類 コー ド:現 金
(備考:Nは ア ラtfア数字,大 は大分類 コー ド,中 は中分類 コー ド,小 は小分類 コー ド,細 は細
分類 コー ドを表わす。)
(111)コー ドの使用法
コー ドは,原 則 として四桁で使用す る。ただ し,大 分類 コーrま たは中分類 コーrドとして単独で
使用 す る場合 には,そ れぞれ上位一桁 また は上位二桁だけで使用 して もよい。
(iv)コー ド
本稿 では,紙 幅の関係か ら中分類以下 の コー ドは掲載を割愛 し,大 分類 コー ドのみを掲 げてお く
ことにす る。










流 動 資 産
固 定 資 産
繰 延 資 産
流 動 負 債
固 定 負 債
法 令 上 の 引 当 金
資 本
経 常 損 益
特別損益および未処分損益
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(5)野 々 口 格 三 著rコ ン ピ ュ ー タ に よ る 会 計 情 報 シ ス テ ム 』 日 本 理 工 出 版 会,昭 和45年,7頁 。
(6)FrederickH.Wu,AccoecntingInformationSystems'Theorptand」Practice,NewYork:McGraw・
HillBookCompany,1983,p.252.
(7)AmericanAccountingAssociation,oP.cit.,p.7.飯野 利 夫 訳,前 掲 書,11頁 。 ・





⑪FrederickH.Wu,oP.cit.,pp:253-254.本 稿 に お い て は,こ の 会 計 概 念 の 問 題 が 主 題 で は な い の で,
こ れ に 深 く立 ち 入 る こ と は し な い が,こ れ ら の 問 題 に 関 す る 基 礎 的 か つ 体 系 的 な 研 究 と し て は,つ ぎ の よ




Accountants,1962.佐藤 孝 一 ・新 井 清 光 共 訳 『ア メ リ'力公 認 会 計 士 協 会 会 計 公 準 と 会 計 原 則 』 中 央 経













吉 田弥雄i教授に よれば,「予算 管理(bUdgetaryplanningandcontro1)とは,企 業 の全体的立
場か ら,将 来の一定期間(通 常一 カ年 また は六 ケ月)に 対 して,科 学的 な予算 を編成 し,こ れに基
づい て,各 事 業部 ・各経営 部門の諸活動 を総合的に指導調整 し,予 算 と実績 との差異分析を通 じて,
各経営管理者の業績を明 らかに して,経 営管理の効率化 に役立つ計数的,総 合的経営管理の システ
くゆ
ムである。」 とされてい る。 この吉田弥雄教授に よる予 算管理 の定義 に も示 されてい るよ うに,予
算管理 とは,企 業 の全体 的観点か ら,科 学 的根拠に もとづい て将来 の一定期間に おけ る予籏を編成
し,こ れを手段 として目々の各部門の諸活動 を調整 し,か つ予算 と実績 とを比 較 ・分析 して各部 門
活動を評価す る とともに,そ れに もとつ く適切 な改善措置 を講ず るための総合的 な経営 管理技法 で
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あ るといえ る。G.A.ウェル シ ュ(GlennA.Welsch)は,この 「予鋒管理」な る用 語は・「総 合的
・莉益 計画
お よび利益統制」 とい う用 語 と同義 である とした うえで,そ れは1経 営責任 の計画設定,
説,翻 を遂行する肋Q体 細 かつ公式化されたアブ ・一チであると述べていぎ1上述の細
弥雄教授 に よる予算 管理 の定義 や この ウ ェル シュの指摘 か ら うか がい知 るこ'とがで きるよ うに,予
囎 醜 こ漉 麓 鯉 醐 グ ・セスセこ肌 て駁 砿 嚇.予 算織 と予算殴 る㈱ との
プ ロセ ス か らな る も の で あ る と い え よ う。・.・
予難 理の意灘 上述のように理解した 狡 で・本郷 紺 る 「予贈 理システム、」の意義棚'
らか に して お くこ とに しよ う。
・「予 算 管理 シ ス テ ム」 とは,LR.・ア メィ(LloydR.Amey)も 述 べ てい る よ うVC,・F予算 編成 シ
ステ壁 「子細 洒 ム」とから構成されて織 す嚇 「予鰍 シ境 亭1帯 予
鞭 成担当都 組織伽 ジト・一・咬 数で主たる環骸 数の軸 側 が 外 を評価し そレて・
くの
コン トロール標準を設定 し,望 ま しい標準値 を達成す るた めの資源配分 を実施す る プロセスである。
こ こで,コ ン トロー ル変 数 とし て は,売 上 高,製 品 原 価,キ ャ ッシ ュ ・フ ロー,在 庫 水 準 な どが あ
げ られ る。 また,コ ン トロー ル標 準 は,年 次総 合 予 算 で示 され る。 一 方,「 予 算 統 制 シス テ ム」 と
くの
は,組 織 の フ ィー ドバ ック ・コ ン トロール の 手 段 を 提 供 す る もの で あ る。 す なわ ちジ 予 算編 成 シス
テムによって与えられた・ソト・一・藤 蜘 ま・組織における燗 行弊 働きかける手脚 して棚j
さ れ る。 そ のた め,コ ソ トロ ーール変 数 は,標 準 と一 致 す る方 向 に 向 け られ るの で あ る。
と こ ろ で,F.H.ウ ー は,上 述 の 予 算 編 成 シス テ ム を,「 第 三 オ ー ダー ・フ ィー ドバ ヅラ ・ シス
(6)ヤ
テム」 と して捉 え てい る。 その理 由は,か か る予 算編成 シス テムが,ま ず組織の外部選境 と相互作
用 し,つ いで標 準,す なわち組織 〔標を設定 し,さ らに行動の指針,す なわち総 合予 算:を編成す る
か らであ るとされて い る。 つ ま りそれは,「三段 階のス テ ップにわた って指示 を与 えるフ ィー ドバ
ック ・システム」 とい った意味を もつ ものである。 、換言す れば,「第三オ ーダー ・フ ィー ドバ ック
・システム」 とは,シ ステムが過去 の経験 か ら学 習 し,将 来 を計画す る とい うものであ る。すなわ
ち この システムは,情 報を収集 し,記 憶装 置にその情報を記憶 し,そ して,シ ス テム環 境め変化に
対応 した新 しい行動 の コースや新 しい 目標 を設定す るた めに,そ の メモ リーを駆使す るのである。
したが ってこのシステムは,あ る点 で 「手 キスパ ー ト ・システム」 ともい える もの であ る。 しか し
なが ら,い うまで もな くこのシステムは,そ の動 作 のす べ てを コンピュータが行 な うわ けではな く・
いわ ゆ る 「マ ン ・マ シン ・システム」 と して考 え られてい るこ とに注意 しなけれぽな らない。 この
よ うな第三 オー ダー ・フ ィー ドパ ッ・ク ・システムは,組 織活動 における最 高水準 の問題 た とえば
くの
戦略 的経営計画 な どの問題 に利用す ることが で きる といわ れてい る。か くして,第 三 オー ダー ・フ
ィー ドバ ック ・シス テムであ るところの予算編成 システ ムは,複 雑 な学習 能力を もってお り,そ の
た め,標 準 と行動 の指 針は,定 期的ない し継続的 に改訂 され うるのであ る。




の関係 は,図8に 示 されてい る。 この図 のなか で,総 勘定 元帳 システムにおい ては,Aは 組織活動
の実績 を測定す るサ ブシス テムを示 してお り,Vは 標準値か らの実績g)差異を測定す るサ ブ システ
ムを示 している。予 算統制 システムにおい ては,σ は コン トロール されるべ き一 組の選 択 された シ
ステム変数臆 嚇 ており・聯 卸 ハ ロール変数のため畷 定熱 たコソ・トロール騨 を餅
してい る。 また 盆'は,部 門,事 業 部,コ ス ト ・セ ンタ ーな どの 管 理 者 の反 応 を 表 わ してい る。 行 動
科勤 アプロブ による予賭 理の従来の研究駕 篭
,とし碑 が翔 活駅 燗 との麟 にイ
ンパ ク トを与 えるか杏 か とい った問題を取 り扱 っていた。 しか し,部 門な ξの管理者 は,予 算の強
制のみ な らず,そ の他の多 くの組織上 の強制に も反応 を示す。そ の組織上 の強制"に は,た とえ
1#i',1.・プ'マネジ"ト の予算に対する考蔚 組織瀧 報難 組物 搬 構造など7bj{ある・
そ の管賭 の反駄 実脚 で測定さ樋 ・ _=:・:
さて,図8た お け る 各 シス テ ム 間:の関連tiqつい てみ て お く'ことに し よ う・:図8に おい て は,第 一
期t1の 総 勘 定 元 帳 シス テ ム か らス タ ー トす る。 サ ブ シス テ ムのVは,フ ィー ドバ ヅク情 報 を提
供し,第 二 期t2に おける予算編成 システ今のみならず,.tl2における予箏統制 システムの管理 者
ゴ
Rにその齢 を離 する・予購 成シス[テ冷晒 しい騨 搬 定するたあに γ と外部囎 から
フ ィー ドバ ッ ク情 報 を受 け取 医t2に お け るPに そ の 情 報 を伝 達 す る。 議 定 され た 標準Pは,
σ に おけ る一 組 ㊧ コ ン トロール変 数 に 必ず し も一 致す る と はか ぎ らない 。 そ れ ゆ え,σ に お け る
あ る コン トロール 変 数 は,管 理 者 ・Rに 直 接影 響 を 与 え る。Rぽ,U,P,Wに 対 し て反 応 し,そ
の結果0を 生 み だす 。0は,総 勘 定 元帳 シス テ ムに 入 力 され,:サブ シス テ ムAに よっ て測 定 き
れ る。Aか らの 出 力 は,サ ブ シ ス テ ムVに 伝 達 され る。 そ して予 算 管理 サ イ クル は,ふ た た び開
始 され,第 三 期 彦3に 入 るQ
か くして,ζ れ らの 三 つ の シス テ ム,す な わ ち 総勘 定 元 帳 シス テ ム,予 算編 成 シ ステ ム,予 算 統
制 シス テ ム は,'実際 に は,相 互 に 密 接 に結 び つ い て い る の で あ る。 つ ま り,予 算 編 成 シ ステ ム の 出
力は,予 算統 制 シ ス テ ム お よび総 勘 定 元帳 シス テ ムに お け る入 力 と して利 用 され る。 予 算統 制 シス
テムの 出 力 は,総 勘 定 元 帳 シス テ ム に お け る入 力 と して利 用 され る。 総 勘 定 元 帳 シス テ ムは,順 次,
予算編成 シ ス テ ム と予 算統 制 シス テ みに 対 す る入 力を送 り込 む の で あ る。























































































































































































































































(9)行 動 科 学 的 ア ブPt,一チ に よ る 予 算 管 理 研 究 の な か で 動 機 づ け に 関 す る 考 察 は,こ れ ま で 稼 挙 に 暇 が な い






1バ ッチ処理 に よる統 合的会計情報 システ ム
本章におい ては,統 合的会計 情報 システムの適用例 として,ま ず第一節 でバ ヅチ処理に よる統合
的会計情報 システムを考察 し,つ い で第二節に おい てオ ンライン処理に よる統合的会計 情報 シス テ
ムを考察す ることにす る。'
最初に,.バッチ処理 に よる統 合的会計情報 システムの道川例 として,ア メリカのカ ンザス州 ウ ィ
チータ(Wichita)にあ る コール マン社(ColemanCompany)の例を取 り上 げ,考 察す ることに
ゆ
し よ う。'コー ル マ ン社 は,冷 暖 房 設 備 や 野 外 の レジ ャー施設 な どを 生 産す る.企業 であ る。 コ ール マ
ン社 の 総勘 定 元 帳 シ ス テ ム の シス テ ム ・ ドキ ュ メ ンテ ー シ ョンに おい ては,つ ぎに示 す よ うな三 つ
の




本 稿 で は,こ の うち最 初 の二 つ の 目的 が コー ル マ ン社 で どの よ うに 実行 され て い るか に つい て検
討 してみ よ う。
コール マ ン社 に おい て は,総 勘 定 元 帳 シス テ ムに六 つ の マ ス タ ー ・フ ァ イル が 準備 され てい る。
すな わ ち そ れ は,月 次 明細 マ ス ター ・フ ァイ ル,年 次 明 細 マ ス ター ・フ ァ イル,部 門別 マ ス タ ー ・
フ ァイル ,総 勘 定 元帳 マ ス タ ー ・フ ァイル,相 互 参 照 の た め の総 勘 定 元帳 マ ス タ ー ・フ ァイ ル,報
告 マ ス タ ー ・フ ァイ ル で あ る。 こ こで,月 次 明細 マ ス ター ・フ ァイル に は,総 勘 定 元帳 マ ス ター ・
ファイル に 未 だ転 記 され てい な い 月次 取 引 が 含 まれて い る。 年 次 明細 マ ス ター ・フ ァ イルkは,総
勘定 元 帳 マ ス タ ー ・フ ァ イル に 転記 され て きた 一 年 間 のす べ て の取 引 が記 録 され てい る。 この両 方
馳
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の フ ァ イル と も テ ー プを 備 え て お り,ま た,同 一 の レ コ ー ド ・フ ォー マ ッ トを も ってい る。 そ の レ
コー ド・フ ・一マ ・ トに は 取 引の 附 元帳翻 ・齪 湘 コー ド・部門別 ・ニ ド・飾 嗣 ・
入力記述(た とえぽ,借 方 ・貸 方 な ど),取引金額 な どが含 まれ てい る。 これ らの ファイル は,毎
日準備 され る。
ダイ レク ト・ア クせス ・デ ィス クに保存 され てい る部 門別 マスター ・ファイルには,蔀 門別 コー
ドや勘 定科 目コー ドに よる月次 お よび年次の予算 と実績 とが記録 され てい る。 この ファイルに よっ




ダイ レク ト・ア クセス ・フ ァイル方式 に よる総勘定 元帳 マスター ・ファイル では,それぞれ14桁
の元帳 コー ド番号に対 して一 つの レコー ドを もってい る。 各元帳 コー ド番号 のデータには,勘 定科
白名,予 算 コー ド(固 定費 ・変動費別),一・時間あた りめ予算費率,前 年度 および今年度め各月 に
対す る実 際費用,今 年度 あ各月に対す る予 算額 な どが記録 される。 このフ ァイルは,毎 月更新 きれ
る。
相互参照のた めの総勘定 元帳 マス ター ・ファイルは,総 勘定 元帳 マ スター ・ファイル と報 告マ 久
ター ・フナイル との間の相互参照 のために用い られるデ ィス ク ・ファイルであ る。 かか る相 互参照
のため の総勘定 元帳 マス ター ・フ ァイルの各 レコー ドには,14桁の元帳番 号,報 告書 番号,行 番 号
な どに関す るデ ータが記録 される。 これ らのデ ータには,元 帳番号 と報告書番 号が接続 されてい る。
報告マス ター ・フ ァイルは,作 成 され るべ き報告書の タイプを定義す る。報告書 を作成す る場合,
報 告マ スター ・フ ァイルは,報 告書 の特定行 に対す る元帳番号 と リンクしてい る相互参照 のた めの
総勘 定元帳 マスター ・ファイルを使用す る。 また,す べての報 告書 の書式 は,会 計部門 に よって定
義 されてい る。
上述 の六つ のマス ター ・フ ァイルに加 えて,二 つ の ファイル,す なわち勘定科 目マスタ ー ・フ ァ
イル と勘定 科 目名 フ ァイル が,シ ステム内部で編 集のために使用 され る。
さて,コ ール マ ン社の総勘定元帳 システムに おい て作成 され る主要 な報 告書 には,つ ぎの よ うな
ゆ
ものが ある。
ω 総勘 定元帳試 算表
(2)要約試 算表(Trialbalancerecap)
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(6)コス ト・セ ンター別 および事業部別原価差 異報告書
これ らの報告書 は;従 来のマ ニュアル総勘定 元帳 システムと同様 に,コ ンピ ュータ ・ベ ースの総
勘定 元帳 シス テムに よって毎 月作成 され る。 これ らの報告書 のなか で,総 勘定 元帳試 算表 と要約試
算表 は,勘 定科 目コー ドに よる取引の要 約 であ り,そ してそれ らは,デ ータの検証 と監査証跡 の維
持 のおめに印刷 され る。
コールマン御 総勘定元帳システムの入出力(フ ・イルと報告書)に 関する上述の翻 をポ 即
に 示 され てい る。 図9に 示 され て い る報 告 書 に は,'従来 の 書式 に した が っ て作 成 された 月 次 財 務 諸
表 も含 ま れ てい る。'.この 図 の な か で,グ ラ フ ィッ ク報 告書 セ㍉ グラ フの形 式 で 示 された 財 務 デ ー タ
に 関 す る もの で あ る。・また,GLIRP報 告書 は,総 勘 定 元 帳 シス テ ムの ヤ 部 を なす 総 勘 定 元 帳 情 報
の 検 索 手 続(Gρneral-LedgerInformationRetrievalProcedure,GLIRP)ルー チ ンか ら作 塵 され
'
る・この α1賊 難 齪 諏 罫 ター・フ7イ・レから聯 情鞭 えようとするユーザーのや
.畷 計さ蓼 いる・腰 な鎌(た とえe#tx'朔の旅費.蝉 翫 賄 費など!を入手す翠 翠
は,ユ ーザrは;G:LIRPの 要 求形 式 を 完 了 させ,デ ー タ処 理 部 門 に そ れ を 提 出す る こ とに な る6
また,コ ール マ ン社 の総 勘 定 元 帳 シス テ ム の シス テ ム ・フ μ 一チ ャ ー トは,図10,図11に 示 さ
「
れ てい る とお りで あ る。
2オ ンライン処理による統合的会計情報システム
す でに述べ て きた バ ッチ処翠に よる統合酌会 計情報 シス テムは・ データ処理 装置 が集中 してい る
企業や,財 務諸表 を定期的に のみ,た とえば月次な どにのみ会計情報 システ ムに よって作成す れば
'
よい企業に とっては,'もっ とも適 してい る。 つ ま り,そ のよ うな企業 に とって臨 .バッチ処理 に よ
ゆ
る会計情報 システムが もっと も効率的 であ り,し たが って,コ ス トの点 で も有 利であ る とい える。
,し か し,バ ッチ処理に よる会計情報 システ ム.は,業務活動ゐ範 囲を急激 に拡大 した企 業や,組 織構
造 がか な り分権化 してい る企業 におい て,こ れを フ ィー ドンミック ・コン トロール ・シス テム として
利用す る場 合に は,不 適切にな る。 とい うの は,バ ヅチ処理に よる会計情報 シス テムに は,組 織 の
くの
拡大化 ない し多角化 に対応 で きる柔 軟性 がな く,ま た,情 報処理速度 も低いか らセあ る。
本節 では,'オン ライン処理に よる統 合的会計情報 シス テムの適用例 として,R.J.レイノル ズ産業
(R.J.R・y・ld、1・dU,t,i。s)・1。c.)の例 を馳 蝋 考察す るこaこ しょ 乳RPイ,ル ズ蘇
では・その会講 報 シス テムに 型 ライ ン禅 型通 織 置鞭 肌 てい る。RiJ・レイ・ル ズ産瓢
かな り多角化 した企業 であ り'・親会社 の もとに七 つの子会袖を擁 してい る・す なわ ち・その子会社
と は,R・J・ レ イ ノ ル ズ ・タバ コ社(R.J.ReynoldsTobaccoCo.),デ ル ・モ ン テ(DelMonte
C・・p・),R・J・レ イ ノ ル ズ ・タ ・… イ ン タ ー ナ シ・・ナ ル1(R・J・R・y・ld・T・bacc・1・t・m・ti…1,
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図10・ コ 一軸ル マ ン 社 の 総 勘 定 元 帳 シ ス テ ム
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マ ス タ ー ・
フ ァ イ ル
出 所:.Frederick}LWu,op.cit.,P.270.
図11・ コ 「IY.Y≧ 社.璽)総.勘定 乖 帳 シ ス テ ム(続)
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くの
Inc。),RJRフ一一ズ(RJRFoods,Inc.),RJRアー チ ャ ー(RJRArcher,Inc・)の七 社 で あ る。
R.J.レイ ノル ズ産 業 は,1975年 に オン ラ イ ン処 理 に よ る.会計 情 報 シス テ ム を導 入 した 。 す な わ
　の
ち・R・J・レイノ・レズ産鶏 糊 定元齢 よび購 結 システムを初め吟 社の柳 蘭 入し,tc・
この総勘 定元帳お よび財 務報告 システムとはダパ ッチ処理 お よびオ ンライ ン処理 の両方の モー ドで
作動す るデ ー タ 幣 ス ・
,シス テ ム・で あ る・,その 轡 チ ●モ ー ドお 凝 れ ラ イ ン'モ ニ ドは・ バ ッ
チ ・,トラ ンザ ク シ ョ ン ・デ ー タを さま ざ ま な遠 隔 ジ'ヨブ局 か ら会 社 の 本 部 に設 置 され た ゴ ソ ピ ュ ー
タに入力す推 め鞭 用さ泌 ・すなわち適 し=・一ザや ら腰 求があ鳳 町映 のCPUel・
即時にデ 同書を 処理 し,遠 隔 ジ ョブ局にそ の結果 を戻す。総 勘定元帳 お よび財務報告 システムは・
トラソザ クジ 封ジbデ 』タを受け取 る と,'自動的 に総勘 定元帳お よび財務報告 デ ータベ ースを作動
させ{企業の財瀦 轍 処理する・この・ような総齪 元帳および財務繍 システムたよって・齢
財務諸表な どを含む あ らゆ る財務報告書 を作成 す る こ:とがで きる。
ここで重要 な ことは,オ ンライ ンの処理能 力に よって,国 内のみな らず 国際 の複数のユ ーザ ーが
総勘定 元帳 お よび財務報 告 システ ムに問い合わせ,リ アルタ イムで情報を受 け取 る ことが で きるこ
とである。 また,デ ータベ ースには,少 な くとも今年度 と過去五年 間の財務デ ータが保 存 され てい
るので乳、勤 務情報に離す る笹 とん ごの要 求は,即 座に総勘定元帳 嗣 よび財務報告 シス テムに よって
満た され るのであ る。 さらに,総 勘定元帳お よび財務報告 システ ムの特融 とセては,ユ ーザ ーか ら
要求があ漉ば,予 算や廉価差異 ゐデ ータなどを含む業績報 告書 を作成す ることが で きる可変 報告書
ゆ
ライターが備わ ってい るヒ とであ る。
さて,会 計 システムの連結 を行 な う企業に と っては,シ ステムに おけ る総勘定 元帳勘定 について
の一定 の標準勘定科 目を設計 しておかなければな らない。 とい うのは,本 社 と子 会社や事業部 との
問,あ るい は子会社 間,事 業部 間において,頻 繁 に使用 される標準 的ない し基 本的 な勘定科 目を コ
ー ド番号 とともに決 め てお く必要 があ るか らであ る。 図12は,標 準勘定科 目が どの よ うな総勘 定
元帳勘定 か ら構成 されてい るかを要約 して示 した もので ある。・この図のなかで,13桁の勘定科 目 コ
ー ド(ABBB-C-DDDD-EEEE)の構 造は1つ ぎの よ うに な ってい る。
A=連 結 グル ープ ・コー ド(た とえば,0==国 内 タバ コ)
BBB=会 社 の コー ド
C==勘定 科 属の インジ ケータの タ.イデ(kと えば・0=損 主簿計算:書勘定・1=貸 借 対照表勘 定)
DDDD=基 本的 な勘定科 目コー ド(た とえば,01××一〇8××=流 動 資産勘 定)
EEEE==小分類の勘定科 目コー ド
また,表3は,総 勘定 元帳 お よび財務報 告 シ.ステ ムに よ って作成 され る標準的な損益計舞書 の例
を示 した ものであ る。 この よ うな標準 的な損益計 算露 にお㍉・ては・.牟 とえば・ 当期の実緯 ζ前年度
の同期の実績との比較,当年度の実績と前年度の実績との比較,当期の実績と前期の実績との比較
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営 業 利 益
X× ××一A-7500-OOOO
1.
売 ⊥ 高'売 主1肺 ・販売費.⊥囎 韻
× ×X× 一A-5000-OOOO.×XX× 一A-6000」OOOO× × × ×一A-7000-0000
111
社 外(5010)




棚 卸 評 価 損(6035)
運 賃(6055)
保 管 費(6065)
・研 究 開 発 費:(6075)
雑 費(6110)
発 ・送 費(6115)
運 送 保 険 料(6125)
調 査 費(6245)
販 売 費(7025)
販 売 手 数 料(7035)
市 場 開 拓 費(7047).
通 信 費(7051)
販 ・売 促 進.費'(7061)
雑 費(7320)
出 所 ・'J・mesH.'W・・d,"H・wRJRP・tlt・N・wMISO・ 一L三・e,・Manag・m・ntA・c・unti・g,
VoLLX,No.10,April1979,p.22.
(注)筆 者 参,項 目の 一部 を省 略 し,ま た,明 らか に誤 植 であ る と思 わ れ る と ころ は,訂 正 して
、・あ る。
図12標 準 勘 定 科 昌 の 関 係
.表3標 準 的 な 損 益 計 算 書
当 期 前'期
1売'上'高 × × × ×一A一一5000-OOOO
売 ・・ 上 原 価X×X× 一A-6000-OOOO
販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 × × × ×一A-7000-0000
営 業 利 益X× × ×一A-7500-OOOO
受 取 利 息(関 係会 社 聞)× × × ×一一A-8000-0000
支 払 利 息(社 外)× × × ×一A-8100-OOOO
支 払 利 息(関 係 会 社 間)X× × ×一A-8200-0000
'
そ の 他 の 財 ・務 費 用 ×× × ×一A-8300-0000
為.1替 差 損 益 ×× × ×一A-8400-0000
税 引 前 当期 純 利 益(当 期 純 損 失)× × × ×一A-8500-OOOO
法 人 税 等 ×× × ×:A-8800-OOOO
当 ・.期 純'利 益 ×× × ×一A-9000-0000
`出所:Ja㎡esH .Wood,oP.cit.,p.21.
(注)筆 者 が 項 目の一部 を変 更 し,ま た,明 ら か に誤 植 であ る と思 わ れ る ところ は訂 正 して あ る。
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などを容 易に示す ことがで きるのであ る。
ところで・R・J・レイノルズ産業 は,総 勘 定元帳お よび 財務報告 システムの効果的 な運用 のため・
1978年に全社的 な レベル で報告す ることが で きる,分権化 されたデ ータ処 理 ロケーシ ョンに システ
ゆ
ムを拡張す るこ とを決定 した。R.J.レイノル ズ産業 は,こ'の拡張計画を実現 させ,そ の結果,丁統
合的な総勘定元帳 および財務報告ネ ヅ トワー ク ・シス テム」 を完成 させた。各 セグ メン トの総勘定
元帳お よび財務報告 システムは,子 会社 や事業部 な どの管理者 の情 報要 求のためのセグ メン ト別財
務報告書を作成す るデ ータを処理 し,連 結のために会社 のデ ータ処理 セ ンターに要約財務 デー タを
提供す る。 この よ うなネ ッ トワー ク ・システムは,あ らゆ る経営管理階層 で要求 され る情報を提供
するた めに必要 な柔 軟性 と能 力 とを もってい る。 このネ ヅ トワー ク ・システムの主な特徴は,子 会
社や事業部 な どの管理者 が ロー カルな業務活動 を統制す るため の,リ アル タイム ・フ ィー ドバ ヅク
情報を提供 し・ また他方 で,本 社 の トップ ・マネジメ ン トが全社的 な業 務活動を統制す るため の,
さまざまな フ ィー ドバ ック情報を提供す ることが できることであ る。
か くして,R.エレイノルズ産 業 のオ ソ.ライ ン処理に よる総勘定 元帳お よび財務報 告システムの利
尊くの
点を要約す るな らば,つ ぎの よ うに まとめ ることがで きる・であろ う。
ω オ ンラインの処 理能 力は,各 勘定 におけ るどのよ うな変動に対 して も高速で処 理 し,そ のた
め,管 聖者 の注意 を各勘定 の変動 に集 中 させ ることが で きる。
(2)オンラインの処理能 力は,会 計担当者 が必要 なデ ータを入手す る場 合,遠 隔の端末装 置:で対
応す るこ とを可能 にす る。 また,高 速処理に よるシステ ムとの対 話の結果は,財 務 データの検
:証 と連結 に必要 な時間を大幅 に短縮す る。
[㈲ 対話型オ ン ライ ン ・システ ムの特 徴は,ま た,入 力デ ータ全体 にわ たるコン トロール機能を
高め る。 とい うのは,端 末におけ るどの よ うな コーデ ィングのエ ラー も,会 計担当者のデ ータ
入力に まる訂正を必要 とす るか らであ る。
(4)財務情報 のユ ーザ ーは,い つ で も端末 装置に よって最新 の財務 データベ ースにア クセスす る
ことがで きる。 も七 ユ ーザーが,意 思決定 のために一連 のシス テムとの対 話を通 じて財務情報
















以上の よ うにわ れわ れは,会 計情報 システムについ て,と りわけ総勘 定元帳 システムについて,
F.'H,ウーの所 説を中心 として考察 を行 な って きた。 これ までのわれわれ の考察 に よって明 らか と
なったこ とを要約 すれば,つ ぎの よ うになるであろ う。
'まず第一に,会 計情 報 シズテムの概念 は,会 計 上の歴史的概念 であるため,そ の概 念規定を行 な
う場合,そ れは 目的 との関連 におい て概念 を把握 しなけれ ばな らない ことであ る。 それゆ え,'今日
における会計情報 システムの主た る 目的 が,情 報利用 者の意思決定 とそ の行動 の統制 のための フ ィ
ー ドバ ヅクにある と考 えるな らば,会 計情 報 システ ムの概念 は,つ ぎの よ うに定義す る ことが で き
よ う。す なわち,会 計情報 シス テム とは,コ ン ピュータお よび コ ミュニケーシ ョン装置 の技術的 な
合理性 を基礎 とし,行 動科学,シ ス テム論,情 報理論,経 営科学 な どの関連諸科学 との学 際的 な成
果 をふま えたう えで,情 報 利用者の意思決定 に有用 な会 計情 報 と,そ の行動の統制のため 爾 フ ィー
ドバ・ヅク情報 とを提供す るた め,会 計表 象の認識,測 定,伝 達 の プ ロセス を有 機的に構成 しよ うと
した もので ある,と 。'した が って,会 計情報 シス テムは,従 来か ら存在 す る会計固有 の測定 ・伝達
プ ロセス のルーチ ン化 された部 分 の単 なる コンピュータ化ない し努力化 のみを意味す る 乎ステ ムで
は ない こ・とに注意 しなければ な らない。
第二 に,上 述 の会計情報 システムの定義か らも明 らかな よ うに,わ れわ れが研究 の対 象にす る会
計情報 システ ムは,コ ンピュータ ・ベ ースの会 計情報 システムであるこ とはす でに指摘'した。 そ し
て,そ の場 合の会計情報 システムは,い わ ゆ る 「マ ソ ・マ シン ・システム」 であ ることもす でに述
べた。かか る会 計情報 システ ムを設計す る場 合に重要 なこ とは,財 務会計 と管理 会計 との二つ の会
計領域 を ま った く別個 の無関連 な シス テムと して考 えるのではな:く,それ らを トータルな システム
として把握す る必要 があ ることで ある。 したが ってわ れわれは,会 計情 報 システムを 「統合的会 計
情報 システム」 として理解す るの である。
第三 に,わ れわ れは,総 勘 定元帳 システムの フレーム ワークとして,最 初に勘定科 目コー ド表 の
設計 につい て検討 を行 なった。そ こで注意すべ きことは,F・H・ウーも指摘 していた よ うに,'ω経
輪(物 定醐 嚇 の可能性・(・)細r聯をも騨 数字?卿 ゆ 三軸 棚 ことが
で きるのであ る。
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第四 に,わ れわれ は,総 勘定 元帳 システムに適用 され る基 礎的な会計概念 を検討 した。本稿に お
いては,い くつかめ会 計概念が 明 らか に されたが,マ ニ ュアル総勘定 元帳 システムの場 合 もコンピ
ュータ ・ベ ースの総勘定 元帳 システムの場 合 も,そ こで適用 される会 計概 念は,基 本的 には異 な ら
ない とい うことが理解 で きた。そ して,そ れ らの会 計概念 は,コ ンピュータ ・ベ ースの総勘定元帳
システムを設計す る場 合,シ ステムの分析 お よび設計者に正 しく伝達す る必要 があ るのである。 ・
第五に,わ れわれは,マ ニ ュアル総勘定 元帳 シス テム とコンピュrタ ・ベ ースの総勘定元帳 シス
テムとの比較 ・.検討 を行な つ牟。 そ こで と くに指摘す べ きこ とは,コ ン ピュータ'・ベ ースの総勘定
元帳 シス テムを設計す る場 合,ユ ーザ ーの要 求ない し必要性を満たす よ うに設計 され なければな ら
ない とい うこ とである。そ のユ ーザ ーの要 求ない し必要性 を満たすため には,・'総勘 定元帳 システ ム
は,企 業の会計デ 「 タの正確性 とコン トロールを高 め るよ うに設 計 され なければ な らないのであ る。
第六 に,わ れわ れは,管 理会 計にお ける予算 管理 シス テムを取 り上げ,こ れが,す でに考察 した
総勘定 元帳 システム とどの よ うな関係 にあ るか を明 らかに した。す なわ ちそ こでは,予 算:管理 シス
テムが,予 算編成 システム と予 算統 制 システム とか らな り,さ らに前述 の総勘定元帳 システム も加
えて,こ れ らの三つ の システムが相 互に どの よ うに作用 してい るかを検 討 した。
第七 に,わ れわ れは,統 合的会計 情報 システムの適用例 として,バ ッチ処理に よる統合 的会計情
報 システ ム とオ ンライン処理 に よる統 合的会計情報 シス テムを取 り上げ,考 察 した。 バ ッチ処理 に
よる会計情報 システムは,デ ー タ処 理装置が集 中 してい る企業や,財 務諸表を定期的 にのみ,た と
えば月次な どにのみ会 計情報 シス テムに よって作成す れば よい企 業に とっては,も っ とも適 してい
る。つ ま り,そ の よ うな企業 に とっては,バ ッチ処理に よる会計情報 システ ムが も っとも効率的 で
あり,し たが って,コ ス トの点 で も有利で ある とい える。 しか し,バ ッチ処理 に よる会計情報 シス
テムは,業 務活動 の範 囲を急激 に拡大 した企業や,組 織構造 がか な り分権化 してい る企業におい て,
これを フ ィー ドバ ック・コン トロール ・システ ムとして利用す る場 合には,不 適切 にな る。 とい うの
は,バ ッチ処理 に よる会計情報 システ ムには,組 織 の拡大化 ない し多角化 に対応 で きる柔軟性 がな
く,ま たそれは,オ ン ライ ン処理 に よる会 計情報 システムに比べ て情報処理速度 も低 いか らで ある。
:本稿 におい ては,上 記 の諸点が 明 らか とな った。 しか しなが ら,本 稿 で考察 した会 計情報 シス テ
　 　 　
ムが,「統合的会 計情報 シス テム」としては不十 分な もの であることは否定 で きない。す なわち,統
合的会 計情 報 シス テムの適用例 として第四章で取 り上げた ものは,二 つ の適用例 とも総勘定 元帳 シ
ステムを中心 とした 「財務会計 システム」 に,会 計情報 システムの重点 がおかれていた。 それ らは,
「財務会計 システム」 に,差 異分析 を中心 とした初 歩的な 「予算に よる統 制 システム」 を結合 した
ものであ るにす ぎない。換言す れば,そ の会計情報 システムは,と りわ け経営 意思 決定に十 分に貢
献 しうるシステム として考 え られてい る もの では ない のである。 こ うした点 は,わ が国 も含 めて,
各国にお ける会計情報 シス テム研究 の理論的後進性 に もそ の原 因の一つ があ るよ うに思われ る。
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会計情 報 シ3テ ムに関す る研究 は,わ が 国では最近 にな って漸 くさか んにな り始めた とはい え,
そ の内容が未だに体系化 され るには至 ってい ない。そ の理 由の一つ としては,近 年 の コン ピュータ
技術 の急 速な発展 に対 して∫そ れに対応 した形で会計情報 システムの理論 的な考 察が十分 に展 開 さ
れてい ない こ とが考 え られる。 つ ま り,会 計情報 システムの現状は,実 務が先行 してい る といわ ざ
るを えない のであ る。
最近 のわ が国における会 計情報 システム研究 の傾向 としては,た とえば,デ ー タベ ース ・システ
ムや意思決定 支援 システ ム(DSS)な どとの関連 におい て論及 され てい る ものが多い。 この傾 向は,
今 日のア メ リカにおけ る会計情報 システム研究 の傾向を・そのまま反映 してい る ともい えるので ある。
会計情 報 シス テムの問題 は,会 計学 のなか で も,も っとも新 しい研究 領域 の一 つであ る。 そ れだけ
に,多 くの問題 が山積 してい るのであ るが,本 稿 では,会 計情 報 システムを上述 のデー タベ ース ・
システ ムや意思決定 支援 システムの問題 との関連に おい て検討す るこ とは しなか った。 これ らの問
題 は,会 計情報 システム研究 のなか で も非常 に重要 な研究 テ ーマ であるので,わ れわれ の今後の研
究課題 に したい と考 えてい る。.'ド
